
令和４年度 厚生年金保険給付積立金業務概況書（地方公務員共済）の訂正について 

令和４年度 厚生年金保険給付積立金業務概況書（地方公務員共済）において、株主議決権の行使状況に一部誤りがあったため訂正いたします。 

修正箇所は下線及び黄色塗りつぶし部分となります。 



（３）議決権行使結果（外国株式）

委託先の運用受託機関２５社を通じて、令和３年７月～令和４年６月に開催された株主総会

において、延べ２３，２２７社に対して株主議決権を行使しました。行使議案数は延べ

２３３，６１６議案でした。 

全２３３，６１６議案のうち、反対行使は３５，６８５議案（うち株主提案議案は

６，０５９議案）、反対比率は１５．３％、会社提案への反対比率は１３．５％でした。 

そのうち、役員選任に関する議案については１１．６％、役員報酬等に関する議案は 

１６．２％に対して反対を行使しました。 

株主議決権行使状況（対象：令和３年７月～令和４年６月開催の株主総会上程議案） 

 

 

議案内容別構成比 

※ 議決権行使に係る運用上の制約、追加的な費用負担等の観点から、投資対象である国と地域のうち一部を議決権行使の対象としています。

（訂正後）Ｐ３６ 

令和４年度業務概況書 

（厚生年金保険給付積立金） 

比率 比率 比率

うち会社提案に関するもの 188,825 86.4% 29,626 13.5% 201 0.1% 218,652

うち株主提案に関するもの 8,733 58.4% 6,059 40.5% 172 1.1% 14,964

197,558 84.6% 35,685 15.3% 373 0.2% 233,616

比率 比率 比率

役員選任に関する議案 49,746 88.3% 6,550 11.6% 56 0.1% 56,352

役員報酬等に関する議案 23,447 83.6% 4,550 16.2% 63 0.2% 28,060

剰余金の処分に関する議案 9,275 99.3% 62 0.7% 2 0.0% 9,339

資本構造に関する議案 28,080 87.1% 4,148 12.9% 10 0.0% 32,238

うち敵対的買収防衛策に関するもの 917 95.2% 46 4.8% 0 0.0% 963

うち増減資に関するもの 10,333 79.6% 2,644 20.4% 8 0.1% 12,985

うち第三者割当に関するもの 3,695 91.8% 328 8.2% 0 0.0% 4,023

うち自己株式取得に関するもの 6,854 97.4% 180 2.6% 2 0.0% 7,036

事業内容の変更等に関する議案 10,179 72.9% 3,774 27.0% 8 0.1% 13,961

役職員のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ向上に関する議案 4,077 65.5% 2,142 34.4% 5 0.1% 6,224

その他議案 72,754 83.2% 14,459 16.5% 229 0.3% 87,442

合計 197,558 84.6% 35,685 15.3% 373 0.2% 233,616

合計

提案者別議案数 賛成 反対 棄権 合計

合計

議案種類別議案数 賛成 反対 棄権

役員選任

24.1%

役員報酬

12.0%

剰余金処分

4.0%

資本構造

13.8%
事業変更

6.0%

ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ

2.7%

その他

37.4%

（３）議決権行使結果（外国株式）

委託先の運用受託機関２５社を通じて、令和３年７月～令和４年６月に開催された株主総会

において、延べ２３，２２７社に対して株主議決権を行使しました。行使議案数は延べ

２３５，０５０議案でした。 

全２３５，０５０議案のうち、反対行使は３５，６３３議案（うち株主提案議案は

４，８７４議案）、反対比率は１５．２％、会社提案への反対比率は１３．８％でした。 

そのうち、役員選任に関する議案については１１．６％、役員報酬等に関する議案は 

１６．２％に対して反対を行使しました。 

株主議決権行使状況（対象：令和３年７月～令和４年６月開催の株主総会上程議案） 

 

 

 

議案内容別構成比 

※ 議決権行使に係る運用上の制約、追加的な費用負担等の観点から、投資対象である国と地域のうち一部を議決権行使の対象としています。

（訂正前）Ｐ３６ 

令和４年度業務概況書 

（厚生年金保険給付積立金） 

役員選任

24.1%

役員報酬

12.0%

剰余金処分

4.0%

資本構造

14.1%
事業変更

5.9%

ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ

2.7%

その他

37.2%

比率 比率 比率

うち会社提案に関するもの 190,537 85.8% 30,759 13.8% 875 0.4% 222,171

うち株主提案に関するもの 7,887 61.2% 4,874 37.8% 118 0.9% 12,879

198,424 84.4% 35,633 15.2% 993 0.4% 235,050

比率 比率 比率

役員選任に関する議案 50,142 88.3% 6,558 11.6% 55 0.1% 56,755

役員報酬等に関する議案 23,506 83.6% 4,553 16.2% 63 0.2% 28,122

剰余金の処分に関する議案 9,353 99.3% 62 0.7% 2 0.0% 9,417

資本構造に関する議案 28,288 85.6% 4,148 12.5% 630 1.9% 33,066

うち敵対的買収防衛策に関するもの 917 95.2% 46 4.8% 0 0.0% 963

うち増減資に関するもの 10,486 79.8% 2,644 20.1% 8 0.1% 13,138

うち第三者割当に関するもの 3,695 91.8% 328 8.2% 0 0.0% 4,023

うち自己株式取得に関するもの 6,909 97.4% 180 2.5% 2 0.0% 7,091

事業内容の変更等に関する議案 10,178 72.9% 3,774 27.0% 8 0.1% 13,960

役職員のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ向上に関する議案 4,093 65.6% 2,142 34.3% 5 0.1% 6,240

その他議案 72,864 83.3% 14,396 16.5% 230 0.3% 87,490

合計 198,424 84.4% 35,633 15.2% 993 0.4% 235,050

合計

提案者別議案数 賛成 反対 棄権 合計

合計

議案種類別議案数 賛成 反対 棄権



令和４年度 経過的長期給付積立金業務概況書（地方公務員共済）の訂正について 

令和４年度 経過的長期給付積立金業務概況書（地方公務員共済）において、株主議決権の行使状況に一部誤りがあったため訂正いたします。 

修正箇所は下線及び黄色塗りつぶし部分となります。 



（３）議決権行使結果（外国株式）

委託先の運用受託機関２５社を通じて、令和３年７月～令和４年６月に開催された株主総会

において、延べ２３，２００社に対して株主議決権を行使しました。行使議案数は延べ

２２９，５４１議案でした。 

全２２９，５４１議案のうち、反対行使は３５，４９０議案（うち株主提案議案は

５，９６６議案）、反対比率は１５．５％、会社提案への反対比率は１３．７％でした。 

そのうち、役員選任に関する議案については１２．４％、役員報酬等に関する議案は 

１６．２％に対して反対を行使しました。 

株主議決権行使状況（対象：令和３年７月～令和４年６月開催の株主総会上程議案） 

 

 

議案内容別構成比 

※ 議決権行使に係る運用上の制約、追加的な費用負担等の観点から、投資対象である国と地域のうち一部を議決権行使の対象としています。

（訂正後）Ｐ２６ 

令和４年度業務概況書 

（経過的長期給付積立金） 

比率 比率 比率

うち会社提案に関するもの 185,016 86.2% 29,524 13.7% 201 0.1% 214,741

うち株主提案に関するもの 8,662 58.5% 5,966 40.3% 172 1.2% 14,800

193,678 84.4% 35,490 15.5% 373 0.2% 229,541

比率 比率 比率

役員選任に関する議案 44,779 87.5% 6,335 12.4% 56 0.1% 51,170

役員報酬等に関する議案 23,416 83.6% 4,544 16.2% 63 0.2% 28,023

剰余金の処分に関する議案 9,373 99.3% 62 0.7% 2 0.0% 9,437

資本構造に関する議案 28,749 87.3% 4,177 12.7% 10 0.0% 32,936

うち敵対的買収防衛策に関するもの 1,045 95.4% 50 4.6% 0 0.0% 1,095

うち増減資に関するもの 10,594 80.0% 2,640 19.9% 8 0.1% 13,242

うち第三者割当に関するもの 3,716 91.9% 328 8.1% 0 0.0% 4,044

うち自己株式取得に関するもの 6,941 97.4% 181 2.5% 2 0.0% 7,124

事業内容の変更等に関する議案 10,128 72.8% 3,768 27.1% 8 0.1% 13,904

役職員のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ向上に関する議案 4,062 65.5% 2,133 34.4% 5 0.1% 6,200

その他議案 73,171 83.3% 14,471 16.5% 229 0.3% 87,871

合計 193,678 84.4% 35,490 15.5% 373 0.2% 229,541

議案種類別議案数 賛成 反対 棄権 合計

合計

提案者別議案数 賛成 反対 棄権 合計

役員選任

22.3%

役員報酬

12.2%

剰余金処分

4.1%

資本構造

14.3%
事業変更

6.1%

ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ

2.7%

その他

38.3%

（３）議決権行使結果（外国株式）

委託先の運用受託機関２５社を通じて、令和３年７月～令和４年６月に開催された株主総会

において、延べ２３，１７４社に対して株主議決権を行使しました。行使議案数は延べ

２３０，３６９議案でした。 

全２３０，３６９議案のうち、反対行使は３５，３２８議案（うち株主提案議案は

５，９７０議案）、反対比率は１５．３％、会社提案への反対比率は１３．６％でした。 

そのうち、役員選任に関する議案については１２．３％、役員報酬等に関する議案は 

１６．２％に対して反対を行使しました。 

株主議決権行使状況（対象：令和３年７月～令和４年６月開催の株主総会上程議案） 

 

議案内容別構成比 

※ 議決権行使に係る運用上の制約、追加的な費用負担等の観点から、投資対象である国と地域のうち一部を議決権行使の対象としています。

（訂正前）Ｐ２６ 

令和４年度業務概況書 

（経過的長期給付積立金） 

役員選任

22.4%

役員報酬

12.2%

剰余金処分

4.1%

資本構造

14.6%
事業変更

6.0%

ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ

2.7%

その他

38.0%

比率 比率 比率

うち会社提案に関するもの 185,416 86.0% 29,358 13.6% 821 0.4% 215,595

うち株主提案に関するもの 8,632 58.4% 5,970 40.4% 172 1.2% 14,774

194,048 84.2% 35,328 15.3% 993 0.4% 230,369

比率 比率 比率

役員選任に関する議案 45,149 87.6% 6,339 12.3% 55 0.1% 51,543

役員報酬等に関する議案 23,449 83.6% 4,543 16.2% 63 0.2% 28,055

剰余金の処分に関する議案 9,426 99.3% 62 0.7% 2 0.0% 9,490

資本構造に関する議案 28,824 85.7% 4,162 12.4% 630 1.9% 33,616

うち敵対的買収防衛策に関するもの 1,045 95.4% 50 4.6% 0 0.0% 1,095

うち増減資に関するもの 10,747 80.2% 2,640 19.7% 8 0.1% 13,395

うち第三者割当に関するもの 3,716 91.9% 328 8.1% 0 0.0% 4,044

うち自己株式取得に関するもの 6,998 97.5% 181 2.5% 2 0.0% 7,181

事業内容の変更等に関する議案 10,080 72.7% 3,768 27.2% 8 0.1% 13,856

役職員のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ向上に関する議案 4,046 65.5% 2,130 34.5% 5 0.1% 6,181

その他議案 73,074 83.4% 14,324 16.3% 230 0.3% 87,628

合計 194,048 84.2% 35,328 15.3% 993 0.4% 230,369

合計

提案者別議案数 賛成 反対 棄権 合計

合計

議案種類別議案数 賛成 反対 棄権
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